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1．研究の目的 

企業内労働市場で管轄を超える異動を調整・決定する主体は本社人事部と事業部門

であり、両者には情報の非対称性（asymmetric information）が存在する（平野,2003a）。
というのは、個人情報は日常の仕事ぶりを直接観察する事業部門に、組織情報は戦略

策定に関与する本社人事部におのおの断片的に保有されているからである。事業部門

はその人材の強みや弱みについてよくわかっているが、そのような基本能力がこれか

ら遂行される職務とどう結びつくかはよくわかっていない。他方、本社人事部はその

職務にふさわしい基準をよくわかっているが、人材個別の情報はよく知らない。両者

は 人 材 の 将 来 の 可 能 性 に お い て 「 対 称 的 無 知 （ symmetric ignorance ）」

(Lazear,1998,p.75)の関係にある。 
すなわち、日常よく観察される人材の抱え込みや配置のミスマッチは、組織情報―

たとえば新たに人材を必要とする新規事業の戦略的重要性―にたいする事業部門の理

解不足と、個人情報―たとえば人事考課など標語では捉えきれないキャリア志向など

冗長的な情報―にたいする本社人事部の収集不足という２つのタイプの情報の非対称

性に基づき発生しているといえる。つまり、不完備情報下の「レモン（中古の欠陥車）

の市場」（Akerlof,1970）における逆選択（adverse selection）は、企業の中の異動（人

材取引）においても生じている１。 
この組織情報と個人情報の非対称性は互いに分かちがたく結びついている。組織情

報が正確に事業部門に伝われば、事業部長はその戦略的重要性および対象者の資質や

将来の可能性に鑑み転出異動を容認するかもしれない。他方で本社人事部が個人情報

を豊富に蓄積すれば、それを基礎とした指名型異動で解決できるかもしれない。要す

るに事業部門の人材の抱え込みを排除するにはこの２つの情報の非対称性をうまく統

制していかなければならない。しかしヨリ重要なのは個人情報の非対称性の解消の方

であると思われる。というのは、人事権が公式的にも実質的にも本社人事部に保有さ

れている場合、新しい職務にふさわしい最適人材を事業部門が抱え込まないようにす

る個人情報収集のいくつかの仕組みの導入によって解決できうるからである２。 
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そして、そこにまた最適人材とは「どのような要件を備えた人材であるか」という

求人スペックの定義と、そのスペックに対応する粘着性の高い個人情報をどのように

人事部で吸い上げるかという問題を生じせしめる。同時に、本社人事部による個人情

報の非対称性の統制行動は費用をともなうから、費用対効果の観点から統制範囲をど

のように設定するのかを検討しなければならない。 
そして、このような本社人事部と事業部門の間にある個人情報の非対称性にかかる

問題の所在は、「情報システム特性」の本社集中化／ライン分権化と「人事管理特性」

の本社集中化／ライン分権化の２軸の組み合わせで識別される組織の設計原理、いわ

ゆる青木（1988,1989）のいう双対原理（duality principle）の組織モードのタイプに

よって異なる（平野,2003b）。両者は補完関係にあるから、組織モードの一方の軸にか

かる集中化／分権化の程度が変化すれば他軸の程度も変化する。つまり組織モードの

象限の位置づけの変容に応じて情報の非対称性問題を統制する人的資源管理（HRM：

Human Resource Management）の課題は異なる。 
 本研究の目的は、双対原理における組織モードの変容をグループ組織に拡張し、個

人情報の非対称性にかかる HRM の課題を事例のもとに検討することである。具体的

なリサーチクエスチョン（RQ）は、第１に、近年、「集中と選択」というグループ経

営のテーマと歩調を合わせて盛んに行われる人事施策、たとえばグループワイド人材

交流、グループ公募制度、コア人材の個別管理、次世代経営者候補選抜育成（FTP： Fast 
Track Program）、社内フリーエージェント制度（社内 FA 制度）３、人事情報システ

ムの拡充、主体的キャリア選択支援などは、様式化された日本型組織モードの変容に

応じて構造的に要請されているのではないか、第２に、これら人事施策は本社人事部

による個人情報の非対称性の統制行動と捉えうるのではないか、という仮説にたいし

て実証的な観点から検討を加えることにある。 
そのためにはまず研究対象であるグループ経営改革とは何かを検討しなければなら

ない。第 2 節ではグループ経営改革の内実をソニーの事例を参照しながら俯瞰し、そ

の合理性にたいする理論的検討を行う。第 3 節では前節で議論された枠組みに沿いな

がら、最近、持株会社制に移行しグループ経営改革を断行中の MN グループの事例を

分析する。研究の方法は同社人事企画のマネジャーに対する聞き取り、および経営企

画マネジャーに対する構造化されたアンケート調査である。また筆者自身が同社のコ

ア人材育成プログラムに「アクションリサーチ」４の形式で関わっており、そこで得ら

れたアイデアや洞察も盛り込む。第 4 節では結論と若干の展望を述べる。 
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２．グループ経営における情報の非対称性問題 
 
（１）グループ経営改革とは何か 
 これまでの親会社中心の単体経営を改めグループ（連結）で企業戦略（corporate 
strategy）５を考えるという経営スタイルが注目されている。その理由は企業の外部（市

場）と内部（組織）の問題が同時に起こっているからである。 
前者には市場競争のグローバル化や株主構成の変化（持ち合い株主の保有比率の低

下、外国人や機関投資家の増加）といったものがあげられよう。その対応として会計

の国際基準への準拠が要請され、一連の商法・税法制改革―たとえば、純粋持株会社

解禁（1997 年）、買収企業の 100％子会社化を容易にする株式交換制度の導入（1999
年）、連結ディスクロージャー強化（2000 年）、分社化を容易にする会社分割法の制定

（2001 年）、連結納税制度の導入（2002 年）など－がグループ経営の改革を促してい

る。内部問題は、現実、専業企業に比べて多角化企業の業績が振るわないことにある。

それは「多角化を支える連邦型分権組織（事業部制）を採用している企業の業績が振

るわない」（加護野,2003）と言い換えることができるかもしれない。すなわち、多角

化企業の業績不振は組織形態のあり方に起因している可能性がある。 
 グループ経営とは連結対象子会社、場合によっては持分法適用会社をも含めた単位

で経営を捉える考え方である。その際（法人格としては残るにしても）これまでの親

会社と子会社という概念は消滅する。連結で事業収益をみていく時代に、親会社の事

業と子会社の事業を区別しても企業戦略上意味合いが薄いからである（小河,2001）。 
グループ経営では両者は「持株会社」と「事業会社」という関係となり、それぞれ

に異なるミッションが与えられる。なお商法上に規定される「持株会社」に限定しな

ければ、規模の大きい企業はほとんどが子会社ないし関連会社の株を保有するから、

すべて「持ち株会社」であるといえる。したがって本稿では商法上に規定される純粋

持株会社（株式を所有することにより他の会社の活動を支配することのみ事業目的と

する会社）を「持株会社」、それ以外の事業持ち株会社（他の会社を支配するのみなら

ず、持ち株会社自身も相当規模で事業を行っている会社）に純粋持株会社をも含めて

言うとき「持ち株会社」と称することにしよう。 

持ち株会社にはグループ本社が置かれ、事業会社（カンパニーないしグループ企業）

はひとつのドメインで括ったビジネスユニット（BU：Business Unit）に配置される。

その上で、持ち株会社は株主価値と企業価値の向上に、事業会社は個別事業価値の向

上に責任を負う。ディスカウント・キャッシュ・フロー法（DCF 法）では、事業価値

は１つの事業で将来獲得される毎期のフリーキャッシュフローを資本コストで割り引

き、これを合計して算出される。企業価値は事業価値の合計となる。株主価値は債権

者の取り分である有利子負債を企業価値から差し引いた後に残る残余価値である。し
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たがって、持ち株会社は個別事業価値の総和を最大化するグループ全体最適をテーマ

に、戦略的決定領域を集権化し、事業ポートフォリオに基づいて資源を配分する。他

方、事業会社は資源の戦略的配分を受ける「コア事業」と、株価上昇や配当を期待す

る投資対象企業として扱う「ノンコア事業」に区分される。コア事業の BU 長には管

理的決定・業務決定領域が分権化される。いずれも持ち株会社のもとに並列におかれ

る。図 1 のようにイメージ化できよう。 

コア事業BU長 コア事業BU長 ノンコア事業
管理部長

事業会社 事業会社 事業会社

グループCEO

図 １ グループ経営組織

グループ本社スタッフ

取締役会

持ち株会社

戦略決定領域の
集権化

管理的決定・業務的決定
領域の分権化

 
＜ソニーの事例＞ 

たとえば、執行役員制度などをいち早く導入するなどグループ経営改革に先鞭をつ

けるソニーでは、グループ本社（GHQ: Group Head Quarters）の役割を２つに整理

している（図２参照）。 
ソニーのグループ本社は株主を中心とするステークホルダーの代理人として、企業

価値を高め、その期待に応えることが使命である。同社ではこのようなステークホル

ダーに対する責任を認識し、企業行動を律していくような役割を称して「アクティブ・

エージェント」と呼んでいる。そのメカニズムの中心は取締役会である。日本の商法

では、取締役会の役割はその法人格という親会社の意思決定と監督を行う機関として

規定されているが、同社の場合はそれを超えて「グループの意思決定機関」と範囲を

広げている。他方、グループ本社は持ち株会社として、傘下の戦略的ビジネスユニッ

ト（SBU：Strategic Business Unit）に括られる事業会社の事業価値を投資家の立場

から支配することになる。これが「アクティブ・インベスター」としての役割である。 
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図２ グループ本社の２つの役割

出所：西村（2000）,131頁
 

したがって、グループ CEO の意思決定はグループ経営全体への影響力を強めるとい

う意味で集権化する。それゆえグループ CEO の戦略決定をモニタリングする新しいコ

ーポレートガバナンス体制が要請される。というのはコーポレートガバナンスとは「株

主をはじめとする様々なステークホルダーに対する責任を果たしながら、企業の存続

と成長を実現することこそが問題」（寺本,2000,17 頁）とヨリ本質的なテーマとして捉

えられるようになったからである。同社ではグループ経営改革に連動してコーポレー

トガバナンス改革にも積極的に取り組んでいるが６、その内実は主に取締役会改革であ

る。2003 年には改正商法に即して「委員会等設置会社」に移行するとともに、取締役

会議長とグループ CEO の分離を制度化し、社外取締役も８名と大幅に増員している。

（図３参照） 
他方、アクティブ・インベスターとしての役割とは、傘下の SBU を投資対象事業と

見立て、その事業価値の向上を使命とする。これには２つのキーコンセプトがある。

１つはグループ全体の事業ポートフォリオを考えつつ新規事業を創造する「ベンチャ

ー投資家」、今ひとつはコーポレート・コントロールとして、既存の事業主体にグルー

プ本社がミッションを与え、事業目標・計画を承認したあとは、事業遂行のステップ

はそれぞれの事業主体に任せ、グループ本社はモニタリングを行う役割に徹し、結果

評価を行う「機関投資家」である。したがって業績評価については資本コストを反映

させた指標をグループの共通業績指標として用いている。 
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図３ ソニーの新しいコーポレートガバナンス機構

監督

指名委員会

ソニーグループの経営の基本方針の決定、委員会を組織する取締役

監査委員会

取締役会

報酬委員会

議長：社外取締役１名

の決定、執行役の選解任、ソニーグループの業務執行監督など

副議長：社内取締役：社外取締役１名

取締役の選解任議案決定など

社外取締役３名
（うち１名議長）

社内取締役２名

社外取締役２名
（うち１名議長）

社内取締役３名

取締役、執行役の職務執行
監査、会計監査人の選解任
議案の決定など

取締役、執行役の個人別報
酬の決定など

社外取締役２名
（うち１名議長）
社内取締役１人

執行

執行役

取締役会から授権された範囲で、ソニーグループの業務執行を決定

業務執行役員

出所：Sony Corporation Annual Report 2003,一部加筆
 

ソニーの事例に鑑みれば、グループ経営「改革」とは次のような経営機構の改革を

意味しよう。 
第１に親会社の持ち株会社化である。具体的にはグループ経営に専念するグループ

CEO とともにグループ全体にかかる機能（経営企画、財務、法務、税務、人事、IPR、

R&D、等）専門スタッフを配置するグループ本社を持ち会社のもとに整備することで

ある。同時に、持ち株会社は株主のエージェントとして事業会社の経営状況をモニタ

リングしながら規律づけ（ガバナンス）を行う。それゆえグループ共通経営指標およ

びミッション別の個別指標が明確にされたグループ経営システムが要請される。その

際、持ち株会社は投資家としての一面を有するから、近年、利益と資本効率を総合し

た指標（たとえば、EVA など）を共通業績管理指標として用いるところが多い。この

ことは持ち株会社による事業会社のモニタリングの強化にかかわる。 
第２に事業部の分社化である。さらに傘下の事業会社群と再編しながら、ひとつの

ドメインのもとにビジネスユニット（BU：Business Unit）に括りなおしている。そ

の BU の価値向上に権限と責任をもつ執行責任者（BU 長）が配置される。 
第３に取締役会の改革である。持ち株会社に戦略的決定領域の決定権限の集中化が

進むことから、グループ CEO はじめ経営陣にたいして新しいコーポレートガバナンス

が要請されるようになっている。グループ経営改革とセットで取締役会改革を行う企
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業が増えているのはその現れである。具体的には、監督と執行の分離をテーマにした

取締役の絞り込み、社外取締役の増員、および彼らを中心とした経営諮問委員会の新

設、報酬・指名・監査の３委員会を社外取締役主体に構成する委員会等設置会社への

移行などである。 

 

（２）グループ経営改革の得失  
グループ経営改革の３つの内実－親会社の持ち株会社化、事業部の分社化、取締役

会改革―にたいするコンサルティング会社のスキーム提案は多い。しかし、なにゆえ

企業はグループ全体経営と個別の事業経営を切り分けるために持ち株会社と事業会社

に分離し、さらにそれを分社化という手段で行うのであろうか。それは元の内部組織

の事業部制ではなぜ達成できないのか。分社化こそが分権化を促すといった実務の世

界の了解事項にたいする本質的な問いかけに理論的に答える論考は少ない７。 
そしてこのことを議論するのであれば、Coase(1937)の「企業の本質」を嚆矢とした

企業の境界領域にかかわる論考を参照できよう。中でも本稿が注目するのは事業部制

（統合）と分社化（外部化）の費用と便益のトレードオフのテーマにある。この問題

に対応する２つの代表的理論―エージェンシー理論と取引費用（transaction costs）
の経済学から検討してみよう。 

 
①分社化の得失（エージェンシー理論） 

分社化を行うことにたいする実務の世界の了解事項は、BU へ権限委譲を進め、同

時に責任意識を高め、俊敏な意思決定を行い、市場への対応を早めるといったメリッ

トをもたらすというものであろう。すなわち、分社化のメリットは分権化によって BU
長の自立性を高めることにある。一方、分社化はグループ CEO によるモニタリングを

確実に弱めるから BU 長の機会主義的（opportunistic）な部分最適行動を抑止できな

い。よってモラルハザード問題が生じ、効率性の問題を生じせしめる。したがって、

持ち株会社はさまざまな手段を使って傘下の BU にたいする求心力を維持しようとす

る。たとえば、資本関係の増強、BU 長の人事権の留保、企業理念の共有化、技術シ

ステム体系へのロックイン、共通経営手法（たとえばシックスシグマ）や共通業績指

標（たとえば ROE）を用いたモニタリング強化などである。要するに、グループ経営

における課題は、分社化に伴う遠心力の行き過ぎを抑止し、求心力を発揮する分権化

と集権化の新たなバランスを再構築することにある８。 
ここでエージェンシー理論に依拠して検討すれば、分社化による BU 長への権限委

譲は次のような費用と便益を発生させる。 
分社化の費用は BU 長に対するモニタリングと動機づけコストの増加にある。BU

の成果は BU 長の努力水準とランダムショックの両方に依存するが、両方ともグルー
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プ CEO は立証できない。しかし、仕事の成果は立証可能である。このような前提を置

けば、グループ CEO は BU 長の最適な努力水準を引き出すために仕事の成果に基づい

てインセンティブを設計しなければならない。 
他方、BU 長の「プロジェクトの難度」や「努力水準」や「仕事の成果」を正確に

測定することが容易なほど、インセンティブの問題から生じる動機づけのコストは小

さくなる。その際、仕事の成果測定とはグループ CEO による BU 長の事後モニタリン

グのことであるから、会計情報にアクセスが容易な内部組織の事業部制のほうがモニ

タリング・コストは小さい。したがってインセンティブ問題を緩和し、動機づけコス

トを削減するには内部組織に統合する事業部制のほうがよい。 
しかし、事業部制はグループ CEO による BU の業務的決定領域にまで立ち入って過

干渉する誘因を高める。たとえば、入手した会計情報や明示的な権限関係を用いて、

すでに承認されている BU の経営計画の変更を迫ったり、中止させたりするかもしれ

ない。そのようなことが頻繁に起これば仕事意欲は低くなる。つまり、モニタリング

の容易さは「コミットメント問題」（eg., Milgrom&Roberts,1992,Ch.5）を発生させる

可能性がある。たとえば、あらかじめ決められた BU 長の報酬にかかる約束がグルー

プ CEO によって反故にされたり、そうでなくともモニリングの結果、さして難しいプ

ロジェクトでなかったと後付され、事後の再交渉によってグループ CEO に都合よく変

えられる可能性があれば、かつそれを BU 長が予測するならば、BU 長は適切な努力

を怠るかもしれない。つまり、分社化はモニタリングを難しくするから持ち株会社と

距離をおいてグループ CEO の過度の介入を抑制し、BU 長の仕事意欲を高めるという

メリットがある。 
 さらに、エージェンシー理論ではモニタリングの強度に関して微妙な問題を呈する。

というのは、プリンシパルとエージェントの情報格差と契約の不完備性を前提にすれ

ば、固定給にするとエージェントは努力を惜しむはずと考えられ、それゆえエージェ

ントには一部のリスクを負担させることが望ましい９。しかしそのとき、リスク・シェ

アリングの効率性は損なわれるため、プリンシパルは多額のリスク・プレミアムを負

担しなければならない（胥,1996）。したがってプリンシパルにとっての問題は、エー

ジェントから努力を引き出すコスト（エージェントに与えなければならないリスク・

プレミアム）と努力による便益（効率性）が等しくなるような仕組み（エージェント

にリスクを部分的に負担させる業績連動型報酬）を見つけることにある。 
このようなインセンティブ設計を前提にすれば、プリンシパルがリスク・シェアリ

ングの効率性を高めるために、モニタリングを強化して適切な介入を施す必要がでて

くる。この場合、モニタリングは先の事後モニタリング（成果の識別や懲罰的・匡正

的活動の適用）のみならず、事前モニタリング（投資プロジェクトの評価や信用分析）

と中間的モニタリング（経営活動の監視）側面、すなわち「３段階のモニタリング」
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（青木・堀,1996）から適時行うほうがよい。 
以上、エージェンシー問題を念頭におけば、BU 長の動機づけコストの削減のため

には会計情報を一元化している事業部制がやりやすい（分社化の費用）。反面、BU 長

のモラールを高めるためにはグループ CEO の介入を抑制するとともに自立性を担保

しておく必要がある（分社化の便益）。他方、リスク・シェアリングの観点からは、モ

ニタリングを適時行うことが望ましい。しかしそれはコストを要する。しかもモニタ

リング強化は「コミットメント問題」を引き起こしかねない。エージェンシー問題は、

グループ経営改革において分権化と集権化の最適バランスを規定する１つめの理論的

根拠である。この点に関して、モニタリングと権限・責任関係の組み合わせとパフォ

ーマンスの向上にかかる実証研究がある（伊藤・菊谷・林田,2002）。伊藤らによれば

権限・責任・モニタリングが補完的関係にある。すなわち子会社の権限と責任がとも

に増大するときモニタリング強度も同時に強化されるならば、より大きくパフォーマ

ンスを増加させる（逆も成立する）。このような結果から、分社化はグループ CEO の

過干渉を抑止するコミットメント・デバイスとして機能していると考えられる。 

 
②持ち株会社化の得失（取引費用の経済学） 
 今ここで、２つの事業部を有する企業が、一方の事業部を分社化する場合と、すべ

ての事業部を分社化する場合を考えてみよう。前者は事業持ち株会社であり、後者は

純粋持株会社である。 
たとえば、同じ電機業界でも、富士電機は純粋持株会社に移行し、ソニーはエレク

トロニク事業を内包した事業持ち株会社形態を採用している。これら異なる組織選択

を決定する条件は何であろうか。また事業持ち株会社形態を採用する企業はそこに内

包する事業の選択をどのような基準のもとに行なっているのか。これらの戦略的な組

織選択はどのような理論的根拠をもとに検討したらよいのであろうか。 
Williamson（1970,1975,1985）の「取引費用の経済学」は市場における独立の取引

主体の契約が不完備になることに注目し、市場での取引が大きな取引費用を生み出す

ことを指摘した。その際、ある種の取引属性―取引の不確実性・複雑性、取引の生じ

る頻度、取引に必要な投資の特殊性―が高ければ取引を内部化することが取引費用を

節約することになる。これは統合の便益である。 
というのは、経済主体は情報処理能力と言語表現力に制約があるため限定合理性

（bounded rationality）な存在であり（Simon,1961）、取引のプロセスから生じる不

確実性や複雑性にうまく対処することができない。さらに、経済主体は取引先と情報

を戦略的に操作したり、意図を偽って伝えたりして利己を追求しようとする機会主義

的な存在である（Williamson,1975）。だとすれば相対的に行う特殊な投資をうまく処

理するための取引様式は異なることになる。投資の特殊性とは、①カスタム化に対応
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した物理的特殊性（たとえば取引先仕様の生産ライン設置）、②地理的に近接した立地

特殊性（たとえば取引先の近接地への工場建設）、③人的資源に体化された特殊な知

識・経験・情報の蓄積（たとえば取引先の製品や製造工程に習熟させるための訓練投

資）の３つに整理できる（Williamson,1985）。その際、特殊投資が拡大すれば取引先

の機会主義的行動によって損失を被る可能性が大きくなる。 
たとえば、サプライヤーである部品メーカーが取引先のメーカーに対してこのよう

な「関係特殊的（relation-specific）な投資」１０を行えば、メーカーから事後的に契約

条件の変更を申し入れられても受入れざるをえないかもしれない。これまでの投資が

無駄になることを恐れる部品メーカーのバーゲニングパワーは弱い（ホールドアップ

問題）。したがって、事後的に取引の効率性は損なわれる。さらに、サプライヤーがこ

のような事態を事前に想定すれば、取引先にロックインされることを忌避して事前に

過小投資しか行わない可能性もある。このような事態を想定すれば取引コストの大き

さは取引をどのような原理で統制するかという問題に関わってくる。その際、限定合

理性と機会主義的行動を封じ込めるためには市場よりも内部組織に統合したほうがヨ

リ効率的なのである。 
このことは最適組織形態の議論に拡張される。Williamson は多数事業部制組織

（multi-divisional form：以下 M 型組織）は、本社機構はヨリ効率的で効果的な支配

をすることによって、市場における取引よりも内部効率性を高めることができると論

じる。言い換えれば、M 型組織において本社が持つ情報上の優位性と権限に基づく支

配が、市場による支配よりも M 型組織を有利にするというものである。 
しかし、内部組織が巨大化すると組織階層が増え、情報量が膨大なものになるから

エージェンシー問題が発生しやすくなる（小田切 ,1996）。であるから Williamson
（1975）は「本社幹部が事業部の業務的な事項に広範かつ持続的に関与するとき M 型

構造は完全に腐敗してしまう」（邦訳,244 頁）と予想するのである。この問題もまたグ

ループ経営における集権化と分権化のバランスにかかわる問題である。 
取引費用に着目すれば、エージェンシー問題の適切な統制を前提条件として、グル

ープ企業間の取引属性に応じて持ち株会社に事業を内包し、ヒエラルキー上の支配を

強めておく便益が高くなる。その際、グループの中で持ち株会社に内包される事業の

選択基準は、取引の不確実性・複雑性、取引の生じる頻度、取引に必要な投資の特殊

性によって決定されることになる。すなわち、グループ間企業にこれらの取引属性が

あれば－それは関連多角化のケースと言い換えることができるかもしれないが－事業

会社を内部組織に統合する便益が生じる。しかし、これは先に述べたとおりエージェ

ンシー問題を発生させるから、グループ CEO と適度な距離を保っておく必要がある。

したがって、グループ間取引の枢要事業部は持ち株会社に残しながらもその他の事業

部は分社されるケースが出てくる。 
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要するに、「純粋持株会社化か、事業持ち株会社化か」の選択にたいする回答は次の

ように提示できよう。グループ枢要事業と他の事業との関連性が高く取引費用を節約

できるシナジー（範囲の経済）を享受できるときは、事業持ち株会社の選択を検討す

べきである。グループ間取引の中核事業を持ち株会社に内部化し、その事業の支配力

を高めることでグループ本社は取引費用を節約できるからである。他方、事業間の関

連性が低く統合によってもたらされる効用が望めないときは純粋持株会社が選択され

るほうが望ましい。持ち株会社化の得失はグループ間企業の取引属性に規定される。

グループ経営改革における分権化と集権化のバランスを規定する２つめの理論的根拠

である。 

 
③取締役会改革の意義 

持ち株会社に移行すれば、持ち株会社の取締役会への付議事項はグループ全体に重

大な影響を与えるような案件に絞り込まれることになる。というのは取締役会で審議

する「重大な資金投入」は売上高の１％を目安にしているから、単体経営であれば単

体売上高に対応する案件が、持ち株会社であればグループ全体の売上高に対応する案

件が、付議されることになる。それゆえグループ CEO や BU 長の権限は公式に拡大す

ることになる。しかし、同時に執行組織の内部では、グループ CEO は BU 長に対する

過干渉を抑制しなければならない。このことの構造化を取締役会のメカニズムを通し

て行おうとするのが取締役会改革の意義である。たとえば委員会等設置会社に移行す

れば社外取締役を主体とする報酬委員会や指名委員会が組成されることになる。その

際、グループ CEO は執行役（BU 長）の報酬水準や報酬決定の基準にかかる事前のル

ールを報酬・指名委員会に示さなければならない。その際、社外取締役を納得させる

合理的な理由がなければ事後的なルール変更や水準調整は許されない。すなわち社外

取締役主体の報酬・指名委員会の設置は BU 長にたいするコミットメント問題を緩和

するという効果をもたらそう。商法に規定された委員会等設置会社に移行しない企業

でも、社外取締役の増員や報酬・指名委員会の設置が積極的に行われるのは、この点

において正当化される。 
また取締役会が社外取締役を主体に編成されれば、取締役会のありかたは変わって

くる。というのは、グループ CEO は社外取締役から３段階モニタリングを受けるから、

グループ CEO は取締役会に対するアカウンタビリティ（説明責任）は高まる。それゆ

え、グループ CEO による BU 長にたいするモニタリングも強化されることになる。し

かし、モニタリング強化は BU 長の意思決定に過干渉することを意味しない。意思決

定の配分において事前のルールが明示される必要がある。 
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④分権化と集権化の新しいバランス 
これまでの議論で明らかなように、グループ経営改革の本質は集権化と分権化のバ

ランスをあらためて再構築することである。そして、その内実は意思決定権限の配分

にかかわる。その際、企業の中で行われる決定は、Ansoff（1965）にしたがって 3 種

類―戦略的決定、管理的決定、業務的決定―に分別できる。 
戦略的決定とは企業の内部問題というよりは外部問題に関連する決定である。たと

えば事業構造（製品市場）に関する決定であり、具体的には経営目標や多角化戦略の

決定である。管理的決定とは企業能力を最大限引き出すように企業の資源を組織化す

る決定であり、組織機構に関するものと資源の調達と開発に関する決定である。業務

的決定とは現場レベルにおいて資源の配分や利用を効率的に行うための決定であって、

具体的には生産計画や在庫管理といった決定である。それゆえ、業務的決定は現場（作

業）レベルの意思決定である。以上、主要な決定事項は表１のようにまとめられる。 

 
表１ 企業における主要な意思決定の種別 
 
 
 
戦略的意思決定 

・諸目標および最終目標 

・多角化戦略 

・拡大化戦略 

・管理面の戦略 

・財務戦略 

・成長方式 

・成長のタイミング 

 
管理的意思決定 

・組織機構―情報、権限、および職責の組織化 

・資源転化の組織化―仕事の流れ、流通システム、諸施設の立地 

・資源の調達と開発―資金調達、施設および設備、人材、原材料 

 
 
業務的意思決定 

・業務上の諸目標と最終目標 

・販売価格とアウトプットの量的水準（生産高） 

・業務上の諸水準―生産の日程計画、在庫量、格納 

・マーケティングの方針と戦略 

・研究開発の方針と戦略 

・コントロール 

Ansoff(1965)邦訳 12 頁の表を抜粋。 

 
問題はグループ CEOと BU長にこの３つの決定権限をどのように配分するかという

こと、およびモニタリングの強度をどのように設計するかである。Williamson(1975)
はまた事業部制が所期の成果をあげられない理由に関し Ansoff&Brandenburg(1971)
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の主張を引用しながら、最適な M 型組織構造には、次の３つの要件が不可欠であると

いう（邦訳,247 頁）。a）業務的責任と戦略的責任の分離、b）本社幹部による各事業

部の成果を評価するための内部的統制機構の開発、c）内部資源配分能力の開発である。 
したがって、グループ経営における意思決定権限の配分は、戦略的決定はグループ

CEOに留保し、管理的決定と業務的決定が BU長に分権化されることが望ましい（a）。
しかし、同時に分権化にともなう BU 長の機会主義的行動を抑止し、グループ全体最

適のテーマの下に規律づけるためのモニタリング強化が必要である（b）。このような

権限・責任とモニタリングの補完関係は先の伊藤ら（2002）の実証結果と整合的であ

る。その上で、グループ CEO はコア事業に重点をおく内部資源配分能力としてグルー

プ本社の戦略性を高めていかなければならない（c）。 
しかし、このことは実践的には以下の条件が具備される必要があろう。第１にモニ

タリング・コストの上昇を抑制すること（たとえばリアルタイム連結会計情報システ

ムの構築など）。第２に、「コミットメント問題」に対応して業績評価ルールを明示す

ること（たとえば共通業績指標の設定やバランスト・スコア・カードの導入など）。第

３に、報酬の支払いに関して事前の取り決めを遵守すること（たとえば社外取締役を

中心とした報酬委員会の設置など）。第４に、もっとも本質的なことであるが、グルー

プ CEO（グループ全体経営に専念）と BU 長（事業経営に専念）のミッションをきち

んと分ける経営機構を確立することである。 
これまでの議論で明らかなとおり、グループ経営における理論的に最適な集権化と

分権化のバランスは、戦略的決定領域の決定権はグループ CEO に留保し、管理的決定

と業務的決定の領域の決定権はヨリ BU 長に分権化することである。加えて、グルー

プ CEO による BU 長にたいするモニタリングを強化すことである。 
他方、このことは人事管理の権限が BU 長に移行することを意味する。というのは、

管理的決定領域は資源の組織化の決定であり、当然、人的資源の利用に関する権限も

そこに含まれるからである。しかも分社化にともなう人事権の分権化はグループ CEO
が「当該事業での従業員の利用の仕方に過度に介入する誘因を弱める」（伊藤・林

田,1996,177 頁）。言い換えれば、分社化による分社の人的資源の利用にかかるＢＵ長

の裁量の増大が、グループ CEO が介入しないことにコミットするコミットメント・デ

バイスとしての効果をもたらす。 

 

（３）双対原理の拡張 
ここで、戦略的決定集権化／管理的決定・業務的決定分権化にたいする人事管理の

分権化という関係の合理性を双対原理のもとに検討してみよう。 
青木(1989)は、組織の関する２つの軸として、仕事決定の側面（情報システム特性

で表される認知的側面）と評価決定の側面（人事管理特性で表される動機的側面）の
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補完的関係に注目して双対原理を提示する。 
情報システム特性とは、｢情報処理･コミュニケーション･決定のシステム｣と定義さ

れ、計画機能と情報管理の集中化(CI：centralization information structure)と分権化

(DI：decentralization information structure)の程度を表す軸である。CI とは情報管

理と計画機能がセンターに集中化されることであり、組織目的に必要な情報が一元的

に集約されることを意味する。他方、DI とは情報管理と計画機能が作業組織に分散化

することを意味し、センターによって作成される計画は事前的計画にすぎず、期中の

アドホックな対応が奨励される。また情報管理は作業組織の水平的コーディネーショ

ンによって行われる。 
一方、人事管理特性は、人事管理の集権化･組織志向的なインセンティブ・システム

(CP; system of centralization personnel administration)と分権化･市場志向的なイン

センティブ・システム（DP；system of decentralization personnel administration)
の程度を表す軸である。CP における人事管理のセンター集中化とは人事権の本社人事

部への集中化を意味する。他方、DP における人事管理の分権化とは人事権と人事機能

のラインへの分権化を意味する。市場志向的インセンティブ制度とはある一定の仕事

カテゴリーの内部において競争するような専門化された技能の評価基準を設定し、特

定の仕事に動機づけるような市場価値を反映したインセンティブ制度である。 
かくして、組織が有効であるためには CI-DP の組み合わせと DI-CP の組み合わせ

が最も適合的であるという双対原理が成立する。その上で、各々の組織モードは一国

の労働市場の特質や法制やコーポレートガバナンスの構造と制度的補完性があるから、

CI-DP モードはアメリカ企業（A 企業）、DI-CP モードは日本企業（J 企業）である

という類型化が可能である。（図４参照） 

図４ 双対原理の２つの組織モード

P P

Ｉ

Ｉ

分権化

分
権
化

集中化

集
中
化

Ｉ：情報システム特性
Ｐ：人事管理特性

J企業

A企業

出所：青木（1989）『日本企業の組織と情報』東洋経済新報社

ＤＩ－ＣＰモード

ＣＩ－ＤＰモード
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ここでグループ経営改革にかかわるこれまでに議論と照らせば、情報システム特性 
（情報処理・コミュニケーション・決定のシステム）の軸、すなわち「決定のシステ

ム」は「戦略的決定の集権化」に、「情報処理・コミュニケーション」は「モニタリン

グ強化」に対応していると考えられる。グループ経営における集権化と分権化の新た

なバランスとは、DI から CI への移行であるといえる。であるとすれば、それと補完

的に人事管理特性はラインに分権化するから、BU 長への人事権の分権化は合理的な

組織モードになる。また、BU 長の従業員の活用（キャリア開発）のあり方を BU 内

という狭い範囲内に制限させることは、「労働者に専門的知識・技能への投資インセン

ティブを与える」（伊藤・林田,1996,177 頁）。その意味で CI-DP モードに特徴的な市

場水準を意識した報酬体系が要請されよう。現実、分社化はその業界やライバル企業

の水準を考慮した人事制度を BU 独自につくることの誘因を高めるだろう。 
このような人事管理特性の BU 長への権限委譲が望ましいことを直感的に理解する

ことはたやすい。分権型事業部制組織のもとでは、本社は異なる性格を持つ事業部門

であっても斉一化した人事管理体制を制度化してきた。それゆえ本社人事部に人事権

を集中化し、成員の選抜・異動配置・昇進などの人事を系統的に行ってきた１１。むろ

んそのことは情報共有を経営原理とする日本企業において水平的コーディネーション

を有利にしてきたことは疑いいれない。問題はすべての事業がこのような水平的コー

ディネーションを促す人事管理が望ましいとは限らないにもかかわらず斉一化してい

ることにある。持ち株会社のメリットは、「従来の「日本型」の雇用制度がメリットを

持つところでは、それを壊すことなく、雇用形態の多様化を徐々に制度化しうる」（青

木,1995,217 頁）ことにある。 

 

（４）個人情報の非対称性と情報の粘着性の拡大と統制 
 これまでの単体経営では日本型組織モードが成立していた。たとえば、親会社と子

会社の関係のもとに本社人事部が人事権を一元的に集権化し、グループ企業との人材

交流は出向というかたちで行われていた。しかし、分社化は「出向から転籍」（稲

上,2003）というかたちで分社の経営者と雇用関係を結ぶ形態に変わってくる。さらに

BU 長は BU の市場特性を考慮した独自の人事制度を設計しようとする。このことは

本社人事部と BU の間の個人情報の非対称性を拡大することを意味する。それゆえ BU
を超える異動では逆選択の問題がでてくる。その解消方法としては、グループ公募制

度を導入し、人材流動化のマーケットをつくることが効果的である。現実に規模の大

きい企業ではイントラネット上に公募された職務を社員が選択応募して異動すること

は珍しいことではなくなってきている（図５参照）。しかもその対象はグループワイド

である。応募は上司を介さず本人からダイレクトに仲介役の本社人事部や買い手の BU
に登録される。したがって秘密は厳守されるので上司によって個人情報が隠されるこ
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とはない。 

これまでのように人事部が一元的に異動を主導してきた日本企業のＨＲＭと異なる

構造がグループ経営改革によってもたらされつつある。そして、グループ公募制度を

基軸とする異動は個人の側からの主体的な選択があってはじめて機能することになる。 

図５ ソニーのマイキャリアリサーチの仕組み

異
動
を
希
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社
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部
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手

グループ企業の社員

イントラネット専用掲示板
・経歴
・実績
・年齢層（５歳刻みで）

人事部門が面接を設定

（将来）登録

登
録

検
索

出所：労政時報第３４５８号（2000）,16頁

 

 

個人情報の非対称性の拡大が進むなか、多くの社員のキャリア形成は BU にゆだね

られるようになる。他方、本社人事部が個別に管理し、管轄を超えるジョブローテー

ションを繰り返しながらグループの経営者に育成していく次世代リーダーの選抜も

HRM の変わらぬ重要課題である。しかし選抜の対象を個人情報の蓄積の乏しい若手に

広げていこうとすれば、適任者の発掘・選抜は個人情報の拡大に応じて一層難しくな

るであろう。具体的には FTP やサクセッション・プラン（後継者育成計画）などの導

入によって、これを解決していこうとする企業が少なくない。これらの人事施策はい

ずれも個人情報の非対称性の統制のために、対象者を絞り込んで本社人事部で個別管

理していこうとする方策と捉えることができる。 

 

①情報の粘着性問題 

 このようなコア人材の絞り込みは「情報の粘着性（sticky information）」問題に関

わっている。情報の粘着性とは、企業が直面する問題解決にあたって「情報をその受

け手が利用可能なかたちで移転するのに必要な費用」のことである（von Hippel, 
1994）。情報の粘着性の決定要因は、情報の移転にあたって、（a）受け手が利用可能

なかたちに変換する費用と、（b）移転する過程そのものにかかる費用の２つに分ける

ことができる（椙山,2000）。 
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さらに、(a)は、情報そのものの性質（a-1）と、情報の受け手と送り手の性質に関わ

る(a-2)に分けられる。（a-1）は暗黙知と形式知の知識の２類型化に関わっている。キ

ャリア志向や未だ顕在化していない能力あるいは育成の方向性など曖昧で冗長的な個

人情報（暗黙知）はそれが生成する場である個人の心性や職場に粘着している。つま

り人事考課や異動歴など標語（形式知）とは異なりその粘着性は高い。したがって、

それを異動や任用に使えるかたちに転換するには費用がかかる。(a-2)は BU と本社人

事部の間の信頼関係にかかわっている。個人情報の非対称性を利用して、BU 長が機

会主義的にその人材の個人情報を隠してしまうかもしれない。送り手（BU）が受け手

（本社人事部）に情報ソースとして十分信頼されていなければ、情報の信憑性を確認

するのに費用がかかる。これまで日本企業の本社人事部は、研修の場や登用面接のア

セスセメントの機会を通じて情報収集に努めてきたし、個人の職務遂行能力の評価を

一元的に集約する強力な人事権のもとでこの費用を低減させることに成功してきたの

である。 

しかし、HRM の役割を担う主体の変化（組織モードの変容）とともに、情報の非対

称性が拡大し、明文化しにくい情報がヨリ一層、個人ないし職場に粘着してしまう状

況が生まれている。それゆえ、個人から主体的に粘着性の高い情報を発信させて費用

を軽減する方策が求められ、異動を決定する第３の主体として個人がクローズアップ

されるようになってきた。その方策としては個人の主体的なキャリアの自己選択

（self-selection）が考えられる。そうであれば、組織は個人の自己選択を誘発するよ

うに組織が期待することを応募者に知らせなければならない。また応募者の選抜にか

かる費用を節約するために、組織が望む人材の応募を促し、そうでない人の応募を止

めさせる仕組みが必要となる（Milgrom &Roberts,1992,Ch.10）。最近、多くの企業が

コンピテンシーを用いて求人スペックを形式知化するのはこのような理由からも説明

できる１２。 

しかし個人は情報の非対称性を利用して自分自身に関わる情報を隠すかもしれない。

だから公募制度では受け入れ先の BU 長が面接などのスクリーニングをかける必要が

でてくる。しかも個人が自分自身の将来の方向性や能力につき正しく理解していると

は限らない。キャリア目標に関わる上司や人事スタッフとの対話場が用意され、個人

が自分自身の自己理解を支援することが必要になってくる。対話の中からキャリア目

標の情報発信を促す仕組み、たとえば上司とのジョブチャレンジ面談、公式メンタリ

ング制度、キャリアカウンセリング制度などはこの点から正当化できよう。 
一方、（b）を決める要因としては、情報量の大小（b-1）と、情報を記憶・保持して

いる媒体の移動費用(b-2)に関わる。FTP やサクセッションプランでコア人材を絞り込

み、本社人事部で個別管理しようとする動きは（b-1）の問題に関わっている。また本

社と BU の人事スタッフの交流型異動は、人事スタッフを記憶媒体として活用しなが
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ら（b-2）に対応しようとしていると説明できる。以上の議論は図６のようにまとめる

ことができよう。 

図６ 情報の粘着性の統制施策

(a) 情報を移転
可能なかたち
に変換する
費用の軽減

(b)情報の移転
そのものに
かかる費用
の軽減

施 策

a-1情報そのものの性質
対話による曖昧な志やキャリア志向の明確化
・上司によるキャリア面談（情報報供・教示・支援）
・公式メンタリング制度

・専門家によるキャリア・カウンセリング

a-2 情報の送り手（BU）と受け手（本社人事部）の信頼関係
・社内公募制度を利用した「自己選択｣
・面接によるスクーリニング

b-1情報量の大きさへの対応
・コア人材ＦＴＰ、サクセッションプラン（対象者を絞り込む早期選抜）

b-2媒体移動への対応
・個人情報の記憶媒体としての人事スタッフの交流異動

自律型キャリア
開発が要請
される理由

 
②自律型キャリア意識が要請される理由 

（a）（b）双方に関わるのが人事情報システムの整備である。近年、日本企業は人事

情報システムの拡充に積極的である（藤本,1999）。これまで人事情報システムにデー

タベース化されるのは、いわゆる人事管理データ―たとえば所属歴、人事考課歴、教

育研修歴など―の標語にすぎなかった。しかし、近年は、目標管理の内容や達成度を

文字情報でデータ化したり、公募の職務内容や任用要件なども閲覧できるようにする

など進んできている。さらに比較的粘着性の高い領域の情報―たとえばコンピテンシ

ー１３や skill inventory など―をドキュメントに転換し、それを異動や任用に活用する

企業が少なくない。同時に、組織情報としての職務に必要な能力用要件は期待コンピ

テンシーや required skill として形式知化される。 

すなわち、これまでドキュメント化が難しかった領域の情報もデータに転換されつ

つある。しかし、本人すら表明できない曖昧なキャリア志向や、いまだ顕在化してい

ない能力、育成の方向、あるいは未来の人材ポートフォリオや経営者人材のスペック

など、曖昧でドキュメント化が難しい領域、すなわち人事情報システムでは解消でき

ない領域は図７に示すとおり依然残る。 
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その本質的な解決方法は、個人が自己洞察を深め、キャリア意識を高め、自分自身

に関わる粘着的な情報を顕在化させていくことである。情報の粘着性を軽減しながら

個人情報の非対称性を解消させるという理由から主体的にキャリア選択を行なう人材

が要請されるのである。 

図７ 人事情報システムとその限界
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要するにグループ経営改革によって組織モードが変容するのであれば、企業はグル

ープ全体をカバーして自律型キャリア開発を支援するいくつかの施策を行なわなけれ

ばならないのである。近年、盛んに行われるようになった自己申告制度、社内公募制

度、社内 FA 制度、MBO（目標による管理）とセットになったキャリア目標の上司面

談、人事部による面談、公式メンタリング制度、キャリアカウンセリングなどの一連

の人事施策は情報の非対称性問題の本社人事部による統制と捉えられるのである。 

 

３．MN グループのケース 
 
（１）グループ経営改革の内実 
 MN グループは従業員数２万人を超える歴史と伝統を誇るメーカーであり、これま

で時代の変化とともに次々と新しい分野に多角化してきた。とりわけ 1999 年からは

M&A を複数回実施し、この５年間で連結売上高は 1.5 倍以上も増加した。現在では子
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会社 159 社および関連会社 44 社を擁し、その事業範囲は、繊維、化成品、医療医薬、

機械・エンジニアリング、システム・ソフトウエア開発分野と広い。しかし、一部事

業を除いては、収益・キャッシュフローの増加に貢献しているとは言い難く、「攻め（集

中）」と「撤退（選択）」の事業再編の枠組みを明確化することを迫られている。それ

ゆえ、同社は俊敏で機動的な事業運営体制を構築しようと、この数年来分社化を繰り

返してきた。そして 2003 年に行われた衣料繊維事業、産業繊維事業および医療医薬

事業の分社化をもって持株会社への移行を完了した。現在のグループ概要は図８のと

おりである。 

図８ ＭＮグループの概要

ＭＮ㈱：持株会社
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MN グループの改革の内実は、先に議論したグループ経営改革の意味に即して整理

すれば、次のようにまとめることができる。 
第１に親会社の持株会社化である。「抜け殻方式」１４で持株会社となった MN 社は

グループ全体の経営機構として位置づけられ、メーカーとしての基盤技術・先端技術

研究機構や新規事業の育成機能がおかれる。同時にアクティブ・エージェントとして

株主の視点に立って業務執行の監督を行う。またアクティブ・インベスターとしてポ

ートフォリオの観点から傘下の事業会社に戦略的資源配分をかける。持株会社は「小

さな本社」が指向されており管理スタッフは僅か 60 名にすぎない。 
第２に事業部の分社化および事業ドメインの再編である。MN グループの事業は、

成長性と収益性の２軸から描かれるポートフォリオ上で「安定収益事業」と「重点戦
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略事業」に峻別し、８つのドメインに括りなおされた。具体的には、高成長、高利益

率を期待しがたい、衣料繊維事業、流通・製品事業、フィルム事業は「安定収益事業」

として、一定規模の利益を安定して出せる事業構造への変革（コスト合理化・効率化、

ビジネスモデルの変革）が課題となっている。一方、高成長、高利益率を期待できる

産業繊維事業、樹脂事業、医薬医療事業、IT 事業といった「重点戦略事業」には経営

資源が傾斜配分されることになる。 

 第３に取締役会の改革である。その内実は「透明性の向上」「意思決定の迅速化」「公

平性の確保」という３つのテーマの下に行われた「経営諮問委員会」「執行役員制度」

「監査役体制」である。経営諮問委員会は国内外の有識者で構成され、指名報酬委員

会を設置し、社長の交代および後継者の推薦、グループの役員報酬制度・水準の審議

が行われる。取締役は最大 10 名までに絞り込んだ上で、独立性の高い社外取締役を増

員しようとしている。また監査役は社外が過半数を占め、独立性を確保している。グ

ループ監査役会を設置することでグループ全体のモニタリングも強化している。 

 

（２）分権化と集権化のバランスの再構築 
分社化はエージェンシー問題からみれば BU の独立性を担保するためのコミットメ

ント・デバイスとして機能する。それゆえ、持株会社の過干渉を抑止するよう意思決

定の分権化が実態を伴って行われる必要がある。他方、リスク・シェアリングの観点

からは、プリンシパル（グループ CEO）によるエージェント（BU 長）にたいするモ

ニタリングを強化する必要がある。その際、管理的決定および業務的決定は BU に分

権化し、戦略的決定は持株会社に留保することが望ましいと考えられる。この点を MN
社の経営企画スタッフにアンケート形式で問うたところ次のような回答を得た。 

 
＜アンケートの構造＞ 

アンケートは Ansoff(1965)の分類に従って戦略的決定、管理的決定、業務的決定の

集権化/分権化の程度（権限関係）を、「策定・調整段階」と「決定段階」のそれぞれ

について尋ねている。同時に持株会社制への移行の前・後で権限関係がどのように変

化しているかを確認するために、「現在（持株会社移行後）」と「2002 年以前（持株会

社移行前）」とに時期を区切って質問している。具体的な質問項目は表２のとおりであ

る。 
それぞれについて、｢1.ほとんど BU がイニシアテチブを保持する－2.どちらかとい

えば BU がイニシアチブを保持する－3.どちらともいえない－4.どちらかといえば持

株会社がイニシアチブを保持する－5.ほとんど持株会社がイニシアイブを保持する｣

の５段階で回答を得ることにした。 

 



 22

表２ 意思決定の種別ごとの質問項目 

戦略的意思決定に関

する項目 

① BU の中長期経営計画に関する決定 

② BU 全体の年度予算（貸借対照表と損益計算書）に関する

決定 

③ BU の期中の経営計画の変更に関する決定 

④ 新しい事業分野への進出に関する決定 

⑤ Ｍ＆Ａに関する決定 

⑥ BU が有する経営資源の選択的活用や融合によるシナジー

の発揮に関する決定 

⑦ BU のキャッシュフローの振り分け（配当金支払い、再投

資、内部保留）に関する決定 

⑧ BU の事業ドメイン（製品市場）に関する決定 

⑨ BU の新しいコア技術の開発方針に関する決定 

管理的意思決定に関

する項目 

① BU 管轄下の組織機構（例えば、情報の流れ、各職務の権

限・責任、命令系統の決定）に関する決定 

② BU の重要なビジネスプロセス（例えば仕事の流れ、流通

経路、諸施設の立地といったものの組織化）に関する決定 

③ BU の新規設備投資に関する決定 

④ BU の資金調達に関する決定 

業務的意思決定に関

する項目 

① BU 内の業務上の諸目標に関する決定 

② BU 内の予算・諸経費の配分に関する決定 

③ BU の生産計画に関する決定 

④ BU の販売計画・在庫計画に関する決定 

⑤ BU のマーケティングの方針に関する決定 

⑥ BU の研究開発の方針に関する決定 

 
モニタリングについては情報を会計情報として捉え、どのくらいの頻度で本社に収

集しているかを尋ねた。ここでの質問項目は伊藤ら(2002)を参考に作成した。具体的

な質問項目は、①BU の財務会計情報（貸借対照表）の収集の頻度、②BU の管理会計

情報（損益計算書）の収集の頻度、③BU の経営指標（EVA、ROE、EBITDA など）

のモニタリングの程度、④グループ CEO と各 BU 長との間の各種の会議への出席、業

務上の報告や相談を通じて、頻繁なやりとりの頻度についてである。①から③は｢1.年
次－2.半期－3.四半期－4.月次－5.週次－6.日次｣の６段階で、④は｢1.全く行われてい

ない－2.年に 1 回－3.半期に 1 回－4.四半期に一回－5.月次－6.週次以上｣の６段階で

スケール化した。 
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＜結果＞ 
はじめに意思決定の集権化・分権化にかかり、持株会社（グループＣＥＯ）と事業

会社（ＢＵ長）のどちらが、各々の項目においてイニシアチブを発揮しているかを、

「策定・調整段階」と「決定段階」に分けて確認すれば図９のようになる。 

 

図９　意思決定の集権化・分権化の程度
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「策定・調整段階」は資金調達を除いてすべての項目で BU 長がイニシアチブを発

揮している。「決定段階」においても業務的決定は BU に委譲されている。しかし、戦

略的決定は持株会社に一定の留保がなされている。管理的決定においては、「重要なビ

ジネスプロセス」と「新規設備投資」にかかる決定権が BU に委譲される。その一方

で「BU の管轄下の組織機構」と「資金調達」はどちらかと言えば持株会社がイニシ

アチブを保持している。前者の組織機構の決定権が分権化していないのは BU が管理

機能を最小限しか備えていないことに関わるが詳細は後述する。後者の資金調達が分

権化されていないのは、MN グループの新しいファイナンス手法である CMS（キャッ

シュ・マネジメント・システム）の導入に関わっている。CMS とは BU の持っている

現金・預金を金融持株会社に集中し、プールしたキャッシュをシステムの中で自由に

戦略的決定 管理的決定 業務的決定 
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使えるようする仕組みである。その目的は、グループ全体の資産の圧縮、BU の資金

繰りや調達の苦労からの解放、業務コストの削減にある。 
 次に、意思決定の集権化・分権化の程度が持株会社制移行の前・後でどのように変

容しているかをみれば図 10 のようになる。 

図１０　意思決定の集権化・分権化の程度
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 持株会社制移行後に戦略的決定領域の「新しい事業分野への進出」「M&A」「新しい

コア技術開発方針」の３項目で BU 長のイニシアチブが拡大しつつある。逆に「キャ

ッシュフローの振り分け」が集権化しているのは CMS の導入による。要するに戦略

的決定領域は若干の分権化が見られるものの、その水準をみれば持株会社に留保され

ているといえよう。 
しかし、管理的決定と業務的決定の領域の分権化は持株会社制移行前と比べて特段

の変化はない。このことは権限・責任権限関係の公式化と関わっている。MN グルー

プでは、経営管理上の主要な決定事項に関して、当該決定に対する責任・権限を留保

する者が誰であるかが個別項目ごとに定められている。また投下資源に関して金額基

準も明示されており公式化の程度は高いといえる。しかし、同社の取締役会で決定す

戦略的決定 管理的決定 業務的決定 
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る「重要な資金投入」は、売上高の１％を目安にして、これまでは単体の売上規模に

対応させていたが、持株会社制移行後は連結売上に対応させるとのことである。それ

ゆえ取締役会で審議される案件は絞り込まれ、同時にグループ CEO および BU 長の権

限を拡大させる方向性が示されている。したがって CMS にロックインされている「資

金調達」を除けば、管理的決定領域も今後更なる分権化が進んでいくと予想される。

要するに、MN グループの戦略的決定領域は持株会社に一定の留保がなされ、管理的

領域と業務敵領域の決定権限は更に BU に分権化が進んでいくことになる。 
 他方、モニタリングの頻度は図 11 のように変化している。 

図１１　モニタリング頻度の変化
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 財務会計情報（貸借対照表）と管理会計情報（管理損益計算書）の持株会社による

情報収集のタイムスパンはこれまでの四半期から月次に強化されている。同様に事後

的な成果の識別や匡正活動（事後モニタリング）および期中の経営監視活動（中間的

モニタリング）も同様に月次に短縮されている。業績管理指標はこれまでの営業 ROA
と FCF（フリーキャッシュフロー）に加えて EVA を追加し、資本効率を問う形式に

変えている。グループ CEO と BU 長のコミュニケーションも活発で、週次で直接相対

する頻繁なモニタリング活動（事後的な成果の識別や匡正および期中の経営監視）が

行われている。要するにモニタリングは持株会社制移行後ヨリ強化されている。 
 以上、MN グループは、戦略決定領域は持株会社へ一定の留保をしつつ、管理的決
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定領域と業務的決定領域を分権化し、同時にモニタリングの強化を図っているといえ

る。このことは先に検討した分社化および持株会社化の得失を規定する条件（権限・

責任の分権化とモニタリングの強化の組み合わせ）と整合的であるといえる。 

 

（３）人事管理の変化 
MN グループの多角化の歴史を振り返れば、衣料繊維事業で培われたポリマー（高

分子）技術の関連型で産業繊維事業へ進出し、さらにその技術が事業創造の原動力と

なってフィルム事業、樹脂事業、機械・エンジニアリング事業、医療医薬事業へ多角

化し、現在の８BU 体制に至っている。すなわち MN グループの多角化には一定のパ

ターンがある。 
吉原・佐久間・伊丹・加護野（1981）が示した多角化戦略のタイプは大別して次の

５つのタイプ、細分化すれば７つのタイプに分類される。 
１） 事業戦略（S：Single） 
２） 垂直統合戦略（V：Vertical） 
３） 本業中心多角化戦略（D：Dominant） 

３-1)集中的なもの（DC：Dominant-Constrained） 
３-2）拡散的なもの（DL：Dominant-Linked） 

 ４）関連分野多角化戦略（R：Related） 
      ４-1）集中的なもの（RC：Related -Constrained） 
   ４-2）拡散的なもの（RL：Related -Linked）  

５）非関連的多角化戦略（U：Unrelated）   

 
この分類は企業戦略をまず大きく専業型と多角化型に分けている。その上でまず製

品分野が生産工程で密接につながっているものを垂直的統合戦略と呼んで一つの分野

としている。そのような関連が製品分野の間にないものを多角化戦略とし、その中を

製品分野間の比重のパターンによって、本業中心型、関連分野型、非関連分野型に分

けている。本業中心型とは本業と呼べるような製品分野をもち、かつ多少の多角化を

しているケースである。関連分野型とは、本業といえるような比重の大きい分野が一

つあるわけではないが、大半の分野が互いに何らかの関連（たとえば市場関連あるい

は技術関連）をもっているケースである。非関連型は、関連の深い分野をつなげて考

えても企業全体に占める比重はあまり大きくないケースを想定している。さらに、多

角化戦略の中で各製品分野相互の間の関連の定性的パターンによって集約的なものと

拡散的なものに分類している。 
このうち MN グループの多角化は、関連分野拡散型多角化（RL）のパターンを描い

ている。その際、８つのドメインの関連の基礎をなすのがポリマー技術である。合繊
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原糸を取り扱うメーカーには化学製品を取り扱ってきたということでポリマー改質な

ど高度な高分子技術が蓄積されており、それが原動力となって新しい分野へ進出して

きたという歴史的経路がある（伊丹編,2001）。たとえば繊維とはまったく市場が異な

る再生医療事業の先端バイオ技術にもポリマー技術が活用されている１５。同様にナノ

素材、ナノ加工分野の技術体系もポリマーナノ技術が基礎となっている。 
すなわち、MN グループが持株会社制を採用したのは取引費用の観点から次のよう

に説明できる。それは同社の中核技術（ポリマー技術）を使用する取引―それゆえ持

株会社には基礎研究部門および高分子化学をインキュベーターとする新規事業部門が

置かれるのであるが－を除けば、BU 間の取引属性とりわけ関係特殊的な投資が小さ

いことに関わる。つまり技術的基盤を除けば８つの BU 間の関係特殊的投資は限定的

なのである。中でも人的資源において研究開発分野を除く BU 間の関係特殊性は少な

い。現実、事業部制のときから、複数の事業に精通するような技能の幅広い習得の必

要性は認識されておらず、BU を超えたジョブローテーションは少なかった。繊維事

業の営業部門に配属された新人は繊維営業職能の中でキャリアを形成していくような

事業部門と機能部門に閉ざされたキャリアパターンである。それゆえ人的資源の観点

からみれば、BU 間のシナジー発揮という面で枢要事業を持株会社に内包させる意義

は小さい。 
 このような MN グループの BU 主導の人事管理は持株会社制への移行によっていっ

そう堅牢になることが予想される。具体的には BU 独自の人事制度の導入および異動

の決定ないし昇格者の決定権の BU への移行である。現実、MN グループにおいては、

BU 独自の人事制度が制度自体の多様化と賃金水準の多様化の両面から検討されてい

る。またこれまで本社人事部に留保されていた昇格者（管理職）の決定権はＢＵ長に

委譲された１６。それはまた本社人事部と BU 間の個人情報の偏在をもたらし情報の非

対称性を拡大することになる。MN グループにおいてもそのことが自覚されており、

以下の３つの対策が施されている。 

 
①MN 管理スタッフ会社（MNS 社）の設立 
 図８に示すグループ組織のうち、MN 管理スタッフ会社（以下 MNS 社）にグルー

プ全体の人事、財務･経理、購買、ロジスティックス、法務などのスタッフ（約 350
名）が集約されることになった。本社人事部の機能もここに置かれている。これまで

は管理スタッフは各事業に散在していたが、持株会社への移行後は管轄を超える人材

交流がいっそう少なくなり、人材育成上支障をきたすというのが主な理由である。な

お管理スタッフの集約にともない BU には事業部制の時と同様に管理部門は置かれて

いない１７。このような管理スタッフの集約は、集積のメリットを発揮して、専門性の

高度化と少数精鋭化を実現する。同時に管理スタッフを各 BU の業績向上といった部
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分最適なインセンティブ体系から解放し、グループ全体最適な制度設計や運用を行え

るというメリットをもたらそう。さらには情報の非対称性の統制としての意義もある。

というのは、BU に割り付けられた人事スタッフは人材個別の情報を収集できる立場

にあり、しかも BU にロックインされることなく、BU を超えて育成すべき人材の発

掘ができるからである。そのことは情報の非対称性を利用した BU の機会主義的な人

材の抱え込みを抑止することにつながる。 

 
②MN エンジニア人材会社（MNE 社）の設立 

同様に MNE 社はグループ全体のエンジニア（約 550 名）を集約した人材管理会社

である。本社人事部はエンジニアが分社後に各 BU に転籍してしまうと人材交流や配

置に支障をきたすという危機感を持っていた。そこで工場の設備企画やメンテナンス

を担うエンジニアは MNE 社で一元管理をし、必要に応じて各 BU に派遣するという

手法をとった。持株会社制移行後はエンジニアの配置の全体最適を実現するために

MNE 社のような人材供給プラットフォーム的な会社を設立するニーズがあったので

ある。各 BU に勤務するエンジニアは全員が MNE 社からの出向という形態をとって

いる。その出向管理の采配を振るうのは本社人事部である。MNE 社の設立によりエン

ジニアの人事権は本社人事部に留保されることになり、MNS 社と同様、情報の非対称

性を統制しながら BU の機会主義的な人材抱え込みを抑止できよう。このようなエン

ジニアの集約を可能にするのはエンジニアが保有する専門技能のグループ内の汎用性

にある。というのは BU 間の技術体系の軸が高分子化学で共通していることにあり、

技能の活用が BU 独自の製品市場に限定されないからである。すなわち事業単位の関

係特殊的投資は少ないものの、エンジニアの技能訓練の関係的特殊性は BU 間に存在

しているから持株会社の支配下においたと考えることも可能である。 
要するに、MN グループにおいては、持株会社制移行後も、管理スタッフやエンジ

ニアなどグループ内で汎用性をもって活用できる技能はグループ全体最適の配置を実

現しうるよう、本社人事部は一元管理を放棄していないのである。 

 
③グループコア人材育成制度の導入 
 持株会社（研究開発人材）、MNS 社（管理スタッフ）、MNE 社（エンジニア）に所

属する人材は本社人事部の一元管理によって情報の非対称性は少ない。しかしそれ以

外の職能にいる多くの従業員は持株会社制になって人材個別の情報が本社人事部で収

集できにくい状況になっている。しかしながら将来のマネジメント層はグループ全体

として発掘・育成の必要があるためグループコア人材制度を導入している。この制度

の概要は図 12 に示すとおりである。 
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図１２ ＭＮグループコア人材制度

１．マネジメント人材候補の発掘をグループ
全体に拡大する。

２．次世代のマネジメント人材候補の計画的
育成を推進する。

３．グループの成長を支えるマネジメント
人材を継続的に確保する。

４．グループ各社社員にとっての「キャリア
形成」のチャンスを拡大する。

グループ・グローバル経営の
為の人材基盤強化

目標機能化・インセンティブ強化

優秀人材への
機会付与

マネジメント人材の
早期育成

教育システムの拡充
戦略的配置・
ローテーション

ＭＮ社取
締役

グループ
執行役員

グループ
理事

グループ
会社役員

グループコア人材Ⅰ

ＭＮグループの将来の役員候補者として、
現時点でグループ共有のマネジメントポスト
での活躍が見込まれる人材

グループコア人材Ⅱ

将来のグループコア人材Ⅰ候補者として、
今後の計画的な育成によって、グループ
共通のマネジメント人材として成長が見込
まれる人材

出所：MNグループ社内資料

 グループコア人材制度は、将来の執行役員をグループワイドで発掘し育成していこ

うとする仕組みである。グループコア人材にはⅠとⅡがあって、Ⅰは 50 歳前後の部長

クラス（35 名）、Ⅱが 40 歳代の課長クラス（65 名）の合計 100 名である。対象者の

登録は BU 長の推薦により、所属する会社や国籍による制限はない。育成のためのプ

ログラムは、まず、マネジメントに必要な知識習得のための体系的な Off-JT が実施さ

れる。これには多くの経営陣が講師として参加し、直接議論する機会や、外部の専門

講師による専門教育の機会が提供される。カリキュラム編成の狙いは、経営能力（経

営戦略、リーダーシップなど）とダイバーシティ対応力（コミュニケーション、異文

化対応力など）の強化に加えて、グループ方針、価値観、ビジョンなどの共有の場と

して機能させ求心力を発揮させることにある。 
むろん Off-JT のみならず、国や BU をまたがる戦略的ローテーションによって経営

の実践の場で能力向上の機会が提供される。グループコア人材登録者は、１年間の業

績、人事考課、資質・将来性、教育の受講状況などを総合的に勘案し、登録継続の可

否が人事会議で審議されるが毎年見直しがかかるようになっている。したがって登録

されなかった者も引き続き対象者に選抜されるチャンスは失われておらず、仕事意欲

への配慮がなされている１８。 

このように候補を絞って本社人事部による個別管理が行われるのは情報の粘着性に
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関わっている。すなわち、情報の移転そのものの費用は情報量の大小に依存している

から対象者の絞り込みをもって節約し、費用対効果を高めようとしている。同時に、

移転可能なかたちに変換する費用の節約のためには曖昧なキャリア志向や目標を顕在

化し、個人の側から発信させていくことが求められる。Off-JT の場におけるダイレク

トな経営陣との対話は、組織情報の非対称性を少なくし、ヨリ挑戦的なキャリア機会

へ動機付けることになろう。 

 

（４）グループ人事管理の課題 
MN グループではこれまでも管理職昇進はグループ横断的な選考委員会を経由して

行われていた。具体的には執行役員に対する業務内容のプレゼンテーションや面接と

いうスクリーニングを経て登用されていた。その際、本社人事部は事務局として臨席

しており個人情報の収集の場として機能していた。したがって現在の管理職から選抜

されたコア人材の母集団に対する情報の非対称性は少ない。加えて、BU 長クラスに

は管轄のみならずグループ全体の業績向上にインセンティブが働いているから、コア

人材の推薦に際して機会主義的な人材抱え込みを懸念する必要はなかった。 
しかし MN グループでは、今後、このコア人材のターゲットを 30 歳代まで拡大し

ていこうとしている。すると 30 歳代の非管理職クラスの人材は BU 長がよく知らない

から（情報の非対称性）、逆選択問題が発生するかもしれない。というのはコア人材に

は戦略的ローテーション、すなわち BU や部門を超えるジョブローテーションがかか

るから、管轄の人材を推薦すればマネジャーは優秀な部下を失うことになりかねない。

それゆえ自部門の業績向上のインセンティブが勝るマネジャーには人材抱え込み（隠

された情報）を引き起こすインセンティブが生まれる。 
加えて、本社人事部は 20 歳代の社員の流動化を企図して BU を超える異動を促す仕

組みが必要であると考えている。というのは、この時期のキャリア発達段階が、能力

や適性を幅広く現実の世界の中で試してみるといった発達課題を持っているからであ

る（Super,D.E. & J.Bohn,Jr.,1970、平野,2002）。このようなキャリア初期の発達課題

を支援することは、応募者を惹きつける採用戦略上も重要であるが、このこともまた

同様にラインマネジャーによる人材抱え込みを考慮しておかなければならない。した

がって、持株会社制移行後も BU に配置を固定することなくジョブローテーションを

かけられるような仕組みが要請される。 
本社人事部はこの２つの課題（30 歳代コア人材の発掘と 20 歳代社員の流動化）に

対して、社内公募制度の拡充と社内 FA 制度の新設をもって対処しようとしている。

むろん、これまで同様の制度はあったが不定期かつ一部の職種に限定して行われてお

り、定着していたとは言い難かったのである。しかし、このような主体性を前提にし

た制度がうまく稼動するためには、社員の側の自律的なキャリア開発意識と行動が要
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請されることになる。 
MN グループはそのための支援施策として、まず女性の活躍推進とからめてこれを

行おうしている。女性活躍推進の育成プログラムの中心は、本人と上司の間で描く中

期のキャリア開発計画（ゴールは役職ポストへの就任）である。策定されたプランは

本社人事部と BU 長に提出される。本社人事部は年１回その進捗状況をフォローする。

期間は３～５年を標準とするが、当初設定したゴールに到達するもしくは役職ポスト

就任を断念する（ゴールを高度専門職に変更する等）まで継続され、特定の期限は持

たない。キャリアプランは、将来の部長、部門長（役員）さえも視野に、できるだけ

多様な経験を積ませるチャレンジングなものとすることが求められている。そしてそ

の前提をなすのが自律的キャリア意識であり、その醸成のために執行役員クラスの幹

部が公式メンターとして指名されている。また自律的なキャリア意識の醸成を企図し

た研修も施されている。 

 

４．結論と展望 
 
 以上 MN グループの事例に鑑みれば、グループ経営改革の内実、すなわち、１）親

会社の持ち株会社化、２）事業部の分社化、３）取締役改革に応じて企業グループの

組織モードは変容する。双対原理に即して整理すれば、情報システム特性は DI から

CI へ、人事管理特性は CP から DP に少なからず移行するといえる。 
しかし、このような傾向は着実であったとして、MN グループのケースから、一挙

にアングロアメリカン型（CI-DP モード）にならないことも確認される。事実、MN
グループにおいては人的資源の活用にかかる権限は BU にすべて委譲されない。本社

人事部が一定の権限を持って、グループ全体で、人的資源の再配分と個別の人材育成

を行おうとしている。中でも管理スタッフやエンジニアというグループ内で汎用性の

高い技能にたいして本社人事部は人事権を留保している。というのは MN グループが

雇用保障を放棄しておらず、人（能力）主義で個々の人材を生かす職務を常に提供し

ていく必要があるからである。 
また人的資源への投資は新卒者を中心に市場性というよりは企業特殊的な技能を発

展させるように行われている。そしてこれを支えるインセンティブ・システムは同社

においては日本企業に典型的な職能資格制度のそれである。つまり、新卒を中心にラ

ンクの底辺に補充され、組織によって設定された基準にしたがって互いに競争しなが

ら昇進する構造は変えていない。職務との関係を大まかにした資格要件の評価基準に

よって、従業員は一般的技能を発展させるより、MN グループ内の衆人環視のもとで

特殊技能の発展に動機付けられている。 

 そしてこのような日本型組織モードが一定の頑健性をもつのは、日本の労働市場の
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特質や解雇法制の厳しさなど企業を取り巻く様々なシステムと制度的補完性を無視し

えないからである（平野,2003ｂ）。それゆえ本社人事部と BU の間にある情報の非対

称性問題は変わらぬ HRM の課題であり続ける。 

 他方で、分権化を促す組織モードの変容が漸進していることも疑いいれない。そう

であるからこそ、本社人部は拡大する情報の非対称性問題に対応するためいくつかの

人事施策を行うことになる。MN グループにおいては、それは人材管理会社の新設で

あり、コア人材制度であり、社内公募制度や FA 制度である。今のところ女性活躍推

進のために行われている公式メンタリング制度も今後拡大する方向である。すなわち

これら新しい人事施策は、本社人事部による個人情報の非対称性の統制行動なのであ

る。 
 しかし、分社化のメリットのひとつは BU 個別の産業特性やライバル企業の動向に

応じて競争力ある人事制度を導入することを容易くすることにある。たとえば医療医

薬事業における MR（医薬情報担当者）など、労働市場が比較的流動化しており、ま

た賃金の市場相場が形成されているよう人材にたいする人事制度は、産業ないし労働

市場特性に応じて、グループの斉一化から解放してコンティンジェントに設計するニ

ーズも高かろう。あるいは、生産現場におけるセンターから示される事前計画の現場

発の機動的な事後調整が競争優位になるような事業では、漸進的な環境変化をコンテ

ィンジェント要因として、日本型組織モード（情報共有型の水平的コーディネーショ

ンおよびそれを支える組織志向的な人事管理）が引き続き競争力を維持するであろう。

わが国において、このようなグループ経営における事業特性に応じた BU 個別とグル

ープ全体最適のバランスをとった人事制度設計の具体例は少ない。この点において

MN グループは日本企業のフロントラインにいるのであり、それゆえ本社人事部がも

っとも苦心している点である。 
要するにグループ経営における HRM の課題は、人事制度設計において「最適化の

範囲をどのように設計するか」ということである。本論文のテーマのもとに言い換え

れば、BU 個別の制度設計によってもたらされる個人情報の非対称性の最適な統制範

囲を決定することである。たとえば、課題創出を担う経営者人材や課題解決を担う専

門職人材の評価や処遇はグループワイドで統一し、情報の非対称性問題を統制してお

くといった施策が考えられよう。他方で、課題遂行を担う人材は BU 個別の特性に応

じて、日本型人事制度がメリットを持つところではそれを壊すことなく、多様化に対

応していく必要があると考えられる。 
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注 
 本研究は、科学研究費補助金基盤研究（C）（2）「日本企業の人的資源管理における個人

情報の非対称性と粘着性に関する調査及び研究」（課題番号 15530258）の成果の一部で

ある。 
 
１ あるエレクトロニクスメーカーでは次のような事態が起こっている。そのメーカーは主

力であった X 事業を縮小し,成長分野の Y 事業に資源を傾斜配分することを戦略決定し

た。本社人事部はそのため１００人の技術者を X 事業部から Y 事業部に異動をかけるこ

ととし、X 事業部に人材転出の要請を行った。もちろん一定水準以上の人材をリクエス

トした。その際、人材の供給元である X 事業部人事部はそれまでの使用経験からその人

材の品質をよく知っている。しかし買手である本社人事部および Y 事業部はそれを知ら

ない。すなわち個人情報の非対称性がある。それゆえ、社内の労働市場では品質の良い

人材は抱え込まれ、そうでない人材が Y 事業部に異動するという事態が生じている。 
 
２ ただし、最適人材とは必ずしもその職務とのマッチングにおいて最適な人材とは限らな

い。配属先によって人材の期待収益が異なりかつ配置人員に制約があるとき、企業全体

の収益から考えて、ときにはその個人にとって２番目に期待収益をもたらす仕事に配属

したほうがよい場合もある（樋口,2001,98-99頁、Lazear,1998,pp.81-85,邦訳 81-86頁）。

同様に、本稿でいう最適配置とは企業収益を最大化するような配置である。その意味で、

必ずしも最も適性がある（期待収益を最大化する）人材がその職務に配属されるとは限

らないと知っている個人が、ある職務への配置転換を希望するがゆえに、当該希望部門

以外の職務で無能を装う可能性もある（太田,2001,140-141 頁,太田,1999,213-215 頁）。

すなわち個人情報の非対称性は個人（自分のことはよく知っている）と人事部の間にも

ある。 
 
３ 社内 FA 制度とは、一定の条件を満たした社員を対象に、上司を通さずに異動申告でき

る制度である。求人型の社内公募制度に対して、社内 FA 制度は、自分でやりたい職務

や部署に異動できる機会を制度化するもので、社内公募制度を補完するという点で新し

い流れである。 
 
４ アクションリサーチとは、企業と研究者が共同で実務の改善を目指して共同歩調を取り

ながら実践する研究方法であって、研究者は概念やアイデアを企業に提供し、企業は理

論を検証する場と機会を提供する（伊藤,2002）。 
 
５ 企業全体にかかわる戦略（いかなる事業分野を持つのか）とその部門が担当している戦

略（いかに産業において競争するのか）がある。前者は企業戦略（corporate strategy）、
後者は事業戦略（business strategy）と呼ばれる。また、販売・生産・供給などの機能

別の戦略を考慮する場合もある。（岡本編,2003,205 頁） 
 
６ ソニーのコーポレートガバナンス強化の歩みは同社のプレスリリース（2003 年 1 月 28

日付）で以下のようにまとめられている。社外取締役設置（1970 年）、CEO 制導入（1976
年）、事業本部制導入（1983 年）、外国人（社外）取締役の登用（1991 年）、カンパニー

制導入（1994 年）、執行役員制導入（1997 年）、報酬委員会・指名委員会の設置（1998
年）、ネットワークカンパニー制導入（1999 年）、取締役会議長と執行トップを分離（2000
年）、アドバイザリーボード設置（2002 年）、委員会等設置会社へ移行（2003 年）。 

 
７ これに関連する企業の境界に関する理論的研究の詳細なサーベィは伊藤・林田（1996）

で与えられている。また、吉村（1993）も参照されたい。 
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８ たとえば、ソニーのグループ経営のテーマは「分極と統合の経営」である。   
 
９ プリンシパルがリスク中立的であることを前提におけば、エージェントがリスク回避的

であるときはエージェントに部分的にリスクを負担させるべきである。一方、エージェ

ントがリスク中立的であるときはすべてのリスクをエージェントに負わせるべきであ

る。 
 
１０ 取引当事者の投資の価値が当該相手以外と取引する場合に著しく減じるような関係の

こと。 
 
１１ 加護野ら（1983）の日米企業の比較研究によれば、日本企業の事業部の自己充足性（事

業部がどの程度の職能を保有しているか）をアメリカ企業と比較してみれば、下表のと

おり総じて低い。とりわけ人事職能の低さが際立っている。 
インディケータ・項目 米国 日本 

事業部制採用率(%) 94.4 59.8 

事業部の自己充足性 6.15(1.58) 4.64(1.89) 

職能保有率(%)   

生産 96.7 85.5 

販売 94.8 91.3 

マーケティング計画 89.6 82.6 

人事 84.4 35.5 

会計・コントロール 82.0 40.1 

財務 38.4 12.2 

基礎研究 19.9 28.5 

応用開発と研究 62.1 75.6 

購買 77.3 52.4 

   

かっこ内は標準偏差 

出所 加護野・野中・伊丹・榊原・奥村（1983）,37 頁の表を抜粋 
 
１２ 採用段階で現実主義的な仕事情報の提供を促す RJP（Realistic Job Preview）の効用

もこの点と同様にある。 
 
１３ コンピテンシー・マネジメントとは「人間能力のいわば暗黙知の世界に属していた領

域に分析のメスを入れ、その構造を解明し、客観的な知識へと転換することによって

計画的・組織的な訓練や開発可能なものにしようという試み」（石井,2001,９頁）とい

える。 
 
１４ 「抜け殻方式」とは既存の会社が内包していた事業を分割等により分社化し、当該既

存会社は持株会社としての機能のみを残す方式である。その他、持株会社の設立方法は、

既存の会社が新たに持株会社を設立する「株式移転方式」や、既存の会社が他の会社を

子会社化し、既存の会社に持株会社機能を持たせる「株式交換方式」などがある。 
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１５ というのは、培養された細胞はそのまま利用されるわけではなく、必ず「Scaffold」と

呼ばれる土台が必要となり、この「Scaffold」は移植後、免疫不全のリスクを回避しな

がら、スムースに人体（再生箇所）に分解される必要があり、それにはポリマー技術が

不可欠であるからである。 
 
１６ ただし、「誰を異動させるか」の決定権は BU 長にあるが、その基礎となるルールは本

社人部によって定められている。具体的には、１）同一職場における滞留年数、２）管

理職になるまでの経験すべき職能の数である。 
 
１７ ただし、各 BU には事業管理という部署があり最小限の財経スタッフ配置されている。

また、所帯の大きい事業会社では本社人事部とのつなぎ役としての人事スタッフを

MNS 社からの出向という形態で配置している。 
 
１８ このような経営者候補の早期選抜育成とふつうの人材のインセンティブのジレンマは

MN グループに限らず総ての企業に共通する問題である。竹内（1995）はこのことは

認知的不協和に関わる問題であるとする。認知的不協和とはいまここに認知要素 X「選

抜」と認知要素 Y「能力」という２つの変数があって、X（選抜されない）が非 Y（能

力が低い）に帰結し、両者が両立しない状態をいう。認知的不協和に陥ると人の心理

状態は不快になる。選抜されないことは有能感を傷つけるから人はその解消に努めよ

うとするのである。たとえば選抜は上司の恣意性に基づいていて能力を反映していな

いといった新たな認知要素を付加して和解しようとする。とすればこれまでの日本企

業に特徴的な遅い昇進や僅かな差といった昇進構造はこの認知的不協和の冷却期間と

して機能していたともいえる。しかしファスト・トラック・プログラム（FTP）を導

入すればエリートとノンエリートの峻別が早期に判別するから、にわかに認知的不協

和の問題がクローズアップされる。現実的にはその効果的な解消は難しい。それゆえ

FTP を導入した企業の多くが選抜に漏れた者に気遣って選抜者を公表しない。 
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